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ま え が き  

 
子どものいる世帯の保護者は、働き盛り世代でもある。「父親が外で働き、

母親が家で家事・育児をする」という性別役割分業を行う「専業主婦世帯」は、

1970 年代以降に一貫して減少し、代わりに母親も働く「共働き世帯」は増えて

いる。とくに「男女雇用機会均等法」が施行された 1985 年以降、女性の社会

進出に関するさまざまな制度が整いつつあり、子育て中の女性の就業率は上昇

している。しかし、実態としては、子育てしながら働くことは、決して容易な

ことではない。とくにひとり親世帯の場合、家計を支える仕事と育児が、保護

者一人の肩に同時にかかってくるので、多くの親は疲弊しきっている状態であ

る。  

そこで、本調査シリーズは、それぞれの世帯類型別（母子世帯、父子世帯、

ふたり親世帯）に子どものいる世帯の生活状況、子育ての実情、仕事と育児と

の両立状況等について総合的に調べたものである。そこで見えてきたのは、専

業主婦世帯の二極化、ひとり親世帯のワーク・ライフ・コンフリクトとメンタ

ルヘルスの問題、経済格差の世代間継承等さまざまな課題である。  

子育て世帯への支援は、子どもたちへの支援につながり、ひいては少子化の

食い止めにもつながる。本調査シリーズは、それのきっかけづくりになると良

い。  

お忙しい中、本調査にご協力くださった保護者のみなさまに心より御礼を申

し上げたい。  

本調査シリーズが、関係者の方々のお役に少しでも立てれば幸いである。  
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